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 政府は、３月１２日、育児・介護休業法の改正案を閣議決定、国会に提出しました。  

男性の育児休業取得率開示を義務付ける企業を、１ ,０００人超から３００人超に拡大し、１００人超

の企業には取得率の目標値の公表を義務付けることになりました。子が３歳になるまでテレワークで働

くことができる環境を整えることを事業主の努力義務とするほか、残業免除は小学校就学前までに延

長し、看護休暇の取得理由を緩和します。 

また、介護離職者を減らすため、４０歳となったすべての従業員に介護休業など支援制度を周知す

ることも義務化します。 

今国会で成立のうえ、改正項目の大半について、令和７年４月１日からの施行を目指します。  

 

以下に改正案の概要を掲示します。 

 

●子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置の拡充  

 ・３歳以上の小学校就学前の子を養育する労働者に関し、事業主が職場のニーズを把握した上で、

柔軟な働き方を実現するための措置を講じ、労働者が選択して利用できるようにすることを義務付

ける。また、当該措置の個別の周知・意向確認を義務付ける。  

  ※始業時刻等の変更、テレワーク、短時間勤務、新たな休暇の付与、その他働きながら子を養育

しやすくするための措置のうち事業主が２つを選択  

・所定外労働の制限 (残業免除)の対象となる労働者の範囲を、小学校就学前の子 (現行は３歳に

なるまでの子)を養育する労働者に拡大する。 

・子の看護休暇を子の行事参加等の場合も取得可能とし、対象となる子の範囲を小学校３年生

（現行は小学校就学前）まで拡大するとともに、勤続６月未満の労働者を労使協定に基づき除外す

る仕組みを廃止する。 

・３歳になるまでの子を養育する労働者に関し事業主が講ずる措置（努力義務）の内容に、テレワ

ークを追加する。 

・妊娠・出産の申出時や子が３歳になる前に、労働者の仕事と育児の両立に関する個別の意向の

聴取・配慮を事業主に義務付ける。 

 

●育児休業の取得状況の公表義務の拡大や次世代育成支援対策の推進・強化  

・育児休業の取得状況の公表義務の対象を、常時雇用する労働者数が 300 人超（現行 1,000 人

超）の事業主に拡大する。 

・次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画策定時に、育児休業の取得状況等に係る状況

把握･数値目標の設定を事業主に義務付ける。 

・次世代育成支援対策推進法の有効期限（現行は令和７年３月 31 日まで）を令和 17年３月 31日

まで、10 年間延長する。 

 



●介護離職防止のための仕事と介護の両立支援制度の強化等  

・労働者が家族の介護に直面した旨を申し出た時に、両立支援制度等について個別の周知・意向

確認を行うことを事業主に義務付ける。 

・労働者等への両立支援制度等に関する早期の情報提供や、雇用環境の整備（労働者への研修

等）を事業主に義務付ける。 

・介護休暇について、勤続６月未満の労働者を労使協定に基づき除外する仕組みを廃止する。  

・家族を介護する労働者に関し事業主が講ずる措置（努力義務）の内容に、テレワークを追加する。  

 

 

 上記以外でも、雇用保険法の一部を改正する法案についても、２月９日、国会に提出されており、

以下についての検討がされました。 

 

●雇用保険の適用拡大（令和１０年１０月１日～） 

・雇用保険の被保険者の要件のうち、週所定労働時間を「20 時間以上」から「10 時間以上」に変

更し、適用対象を拡大する。 

 

●育児休業給付に係る安定的な財政運営の確保 

・育児休業給付の国庫負担の引下げの暫定措置を廃止する。 

※本来は給付費の 1/8 だが、暫定措置で 1/80 とされている。 

・育児休業給付の保険料率を引き上げつつ(0.4％→0.5％) 、保険財政の状況に応じて引き下げ

(0.5％→0.4％)られるようにする。 

※当面の保険料率は現行の 0.4％に据え置きつつ、今後の保険財政の悪化に備えて、実際の

料率は保険財政の状況に応じて弾力的に調整。 

 

 

 さらに、４月１日からは、民間企業の障がい者の法定雇用率が２ .５％へ引き上げられます。時間外

労働の上限規制の適用猶予も終了となります。多様な働き方が求められ、目まぐるしく制度が変わりま

すので、置いてきぼりにならないよう、世の中の動向を常にチェックしていくことが大切です。  

 

以上 

 

＜個別相談の実施＞ 

 次世代法に関する「行動計画の策定・届出」「認定・認証の取得」などについて、ご要望をいただけ

れば、次世代育成支援対策推進員（特定社会保険労務士）がお伺いして個別相談にお応えいたし

ます。お気軽にご連絡く ださい。  

神奈川県経営者協会 TEL ０４５-６７１-７０６０ 


